　
様式第１号（第６条関係）
年　 月　 日
坂出市長　殿

申請者  本店または主たる事業所の所在地
　　　　商号
　　　　代表者職氏名
電話番号
（個人事業主にあたっては，住所および氏名）

　　　年度坂出市移住促進・空き家活用型事業所整備補助金交付申請書

坂出市移住促進・空き家活用型事業所整備補助金の交付を受けたいので，坂出市移住促進・空き家活用型事業所整備補助金交付要綱第６条第１項の規定により，関係書類を添えて下記のとおり申請します。
記

１　申請者の概要および交付申請額
	申請者の概要
	法人・個人の別
	法人事業者　・　個人事業主

	
	事業者名
	

	
	住所・所在地（本店等）
	〒

	
	代表者の職
	

	
	代表者の氏名
	

	
	担当者名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	e-mail
	

	交付申請額
	千円


２　添付資料
（１）事業計画書（別紙１）
（２）誓約書（別紙２）
（３）法人事業者の場合は登記簿謄本，個人事業主の場合は個人事業の開業届出書および所得税の青色申告承認申請書の写し
（４）営業許可証の写し（許認可を必要とする業種の場合に限るものとし，申請時にない場合は，実績報告書提出時に提出）
（５）対象物件の所有権が確認できる書類
（６）対象物件の図面等，対象物件の延べ床面積の２分の１以上を事業所として使用することが分かる書類
（７）対象物件の周辺環境が分かる位置図
（８）対象物件の現状写真
（９）補助対象経費の合計額が確認できる書類（内訳を含む。）
（10）補助対象物件の建築年月が確認できる書類
（11）建築基準法の適合状況調査結果報告書（別紙３）
（12）法人事業者の従業者または個人事業主が対象移住者であることが分かる戸籍の附票等（申請時に対象移住者でない場合は，実績報告書提出時に提出）
（13）申請者の市税完納証明書
（14）その他市長が必要と認める書類

別紙１

坂出市移住促進・空き家活用型事業所整備補助金事業計画書

	対象物件
	物件の名称
	

	
	物件の所在地・住所
	〒
　

	
	物件の所有者
	

	整備内容
	工事等の内容
	（具体的に）

	
	工事等の費用
	（見積金額）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　（税抜）

	
	金額
	補助対象経費の合計額
	円

	
	
	
	交付申請額
	千円

	
	補助対象経費の内訳
	


	対象移住者（予定を含む。）
の所属・職・氏名
	（複数の場合は，すべての者について記載）

	対象物件で実施する事業
	（事業名）
（事業の内容）
※事業の内容は，目標，事業コンセプト，現状分析，販売仕入計画等，できるだけ具体的にご記載ください。










	事業着手予定日
	　　　　年　　月　　日

	事業完了予定日
	　　　　年　　月　　日


※交付申請額は，補助対象経費の合計額の1/2。ただし，限度額は，法人事業者の場合400万円，個人事業主の場合200万円とする。千円未満を切り捨て。補助対象経費の合計額が100万円未満の場合は，補助対象としない。

別紙２
誓　約　書

当社（個人である場合は私）は，下記の事項について誓約します。
なお，坂出市移住促進・空き家活用型事業所整備補助金に関する報告および立入調査について，坂出市から求められた場合には，それに応じるとともに，関係機関に照会することについて承諾します。

記

１  補助対象外になる者に該当しません。

２  役員等が，暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。），暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）またはこれらの者と密接な関係を有する者ではありません。

３  役員等が，風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業または当該営業（店舗型性風俗特殊営業に限る。）に係る同条第13項に規定する接客業務受託営業に係る事業を行う者ではありません。

４  役員等が，宗教活動または政治活動を目的とする事業を行う者ではありません。

５　県内市町間での事業所の移転を伴う場合にあっては，従前活用していた建築物（自己所有に限る。）が空き建築物とならないよう適切に管理します。

６  補助事業の完了日から３年間，対象物件の延べ床面積の２分の１以上を事業所として使用します。また，使用できなかった場合には，補助金の全額を返還します。

７  交付申請する事業は，国庫補助金，他の県補助金等が交付されている事業ではありません。

８　申請書および添付書類の内容に偽りはありません。

年 　 月 　 日
坂出市長　殿


申請者  本店または主たる事業所の所在地
商号
代表者職氏名
電話番号
（個人事業主にあたっては，住所および氏名）
　別紙３
年　　月　　日
建築基準法の適合状況調査結果報告書
坂出市長　殿

	確認実施者
	氏　　名
	　

	
	住　　所
	

	
	資　　格
	（　　　）級建築士

	
	登録番号
	（　　　）登録第（　　　　）号

	
	事務所名
	

	
	連絡先
	



対象空き家に関する建築基準法の適合状況について，以下のとおり報告します。不適合となった事項については，下記の方法により，工事完了時までに是正します。なお，報告内容については，現地と照合しており，事実に相違ありません。

記
１　対象空き家について
	活用後の用途
	□住宅（□一戸建ての住宅，□併用住宅）　
□事業所：詳細用途（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	所在地
	

	建築時期
	年　　月建築


２　主な規定の適合状況について
※建築基準法に基づく主な規定（都市計画区域外の地域は，第２０条の規定のみ確認すること）
	第２０条　構造耐力
	　□　適合　□不適合　
□　既存不適格
□（１）S56.6.1以降に工事に着手した住宅
□（２）耐震診断の結果，耐震性あり
　　　　→住宅耐震補助の活用　□有　□無
　　□（３）耐震改修により耐震性を確保済
　　　　　　→住宅耐震補助の活用　□有　□無
　　□（４）耐震性不明　

	第４３条　敷地等と道路との関係
	　□　適合　□不適合　□　既存不適格

	第４４条　道路内の建築制限
	　□　適合　□不適合　□　既存不適格

	第５２条　容積率
	　□　適合　□不適合　□　既存不適格

	第５３条　建ぺい率
	　□　適合　□不適合　□　既存不適格

	第５５条　建築物の高さ
	　□　適合　□不適合　□　既存不適格

	第５６条　建築物の各部分の高さ
	　□　適合　□不適合　□　既存不適格


３　不適合箇所の是正方法について
	不適合の場合の是正方法
	




